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はじめに
総務省が今年（2005年）９月18日に発表した統計調査結果によれば、15日現在の65歳以上の
高齢者人口は推計ではあるが、2,556万人にのぼり、昨年比で71万人増えたことになる。高齢者
の総人口に占める割合は20％に達し、先進国のなかでも最高水準の高齢化率である（1）。
そのような急速な高齢化の進展のなかでも、山形県の高齢化はとりわけ急伸している。65歳
以上の高齢化率でみると、山形県の24.9％は、島根、秋田、高知につづいて全国４番目の高さ
である（2）。こうした高齢化の急速な進展をみるとき、介護保険制度のあり方は、地域経済や地
域福祉、あるいは地域財政等、さまざまな問題に影響を与えることは言を俟たない。
本稿は、山形県の北東部に位置する最上町の介護保険制度に関する研究調査の一部を構成す
るものである。最上町における介護保険の歴史的展開については、本誌に掲載されている横山
敏「最上町ウェルネスプラザと介護保険―施設整備と介護の拡がり―」が詳しく書いてい
るので、本稿では繰り返さない。が、当町が高齢者福祉で全国的にも有名であることが、今回
の実態調査の調査対象に選定する理由の１つになったことは指摘しておこう。
本稿は、当町における介護保険の利用状況の特徴を、山形県全体の利用状況と比較検討する
ことによって明らかにすることを課題とするものである。本稿では、2000年から2002年にかけ
ての利用状況を確認することが第一義的な課題となっている。利用状況を分析する資料として
は、筆者が実施したアンケート調査の結果と現地におけるヒヤリングの成果とを利用すること
にしたい。この介護サービス利用状況が財政的にどのような問題を惹起しているかは、別稿に
て発表する予定である。
１　アンケート調査の目的と調査対象
今後の介護保険制度の健全な発展のためには、保険財政の安定化を図りながら、介護保険サ
ービスを充実させていくための方策を練っていく必要がある（3）。そのためには、どのようなサ
ービスが提供され、それがどのように財政支出に反映されているかを知る必要がある。こうし
た介護サービスの利用実態を把握することを目的に、本県内44自治体の担当課を対象にアンケ
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ートを実施した。ご協力いただいた自治体は、県内13市のうち11市、村山地域７町のうち７町、
最上地域７町村のうち４町村、置賜地域５町のうち３町、庄内地域12町村のうち７町村、合わ
せて32市町村、すなわち44自治体中72.7％の自治体から回答があった。
なお、アンケート調査票のうち本稿とかかわる部分については、末尾の添付資料を参照願い
たい。
２　高齢化の進展状況
表１から表３までは、アンケート調査にご協力いただいた32市町村における高齢化状況を計
算したものである。これらの表から判明するように、32市町村の平均値で、2000年の22.5％か
ら2002年の23.6％にまで、わずか２年のあいだに１％を上回る高齢化の進展がみられた。きわ
めて急速な高齢化の進展といえよう。そのなかでも、村山Ｊ町のように2000年の時点で31.1％
であったのが、2002年には33.3％に達し、町の人口の３分の１は高齢者という自治体が出現し
ている。ちなみに、2004年10月の時点では、村山Ｊ町の高齢化率は34.8％に上昇し、それにつ
づいて村山Ｋ町でも高齢化率は33.3％になっており、県の平均でも25.0％となっている（4）。
この県全体としての高齢化の急速な展開のなかで、最上町はどのような位置を占めているの
であろうか。2000年には26.1％だったのが、2002年には27.9％にまで上昇しており、県平均値に
おける1.1％の上昇をはるかに上回る高齢化の進展が確認できる。この点をより明確に把握する
ために作成したのが表４である。この表は、2000年と2002年の高齢化率を比率で表したもので
ある。容易に看て取れるように、最上町を上回る上昇率を確認できるのは、最上Ｂ村と村山Ｊ
町だけであり、県平均の105.0％に対して、最上町は106.7％ときわめて高い数値を打ち出してい
る。
しかも、その高齢化における特徴は、前期高齢者率が14.8％、14.9％、14.8％と、比較的安定
した数値で推移したのに対して、後期高齢者率の方は11.3％から13.0％へと上昇しており、もっ
ぱら後期高齢者率の上昇が高齢化率の上昇をもたらしていたことがわかる（5）。もっとも、こう
した傾向は、高齢化の進展が急速である自治体に共通の特徴で、最上Ｂ村でも前期高齢者率が
15.2％から15.1％と、むしろ降下しているのに対して、後期高齢者率は10.7％から12.6％とほぼ
２％近い上昇を示している。また、村山Ｊ町の場合も、前期高齢者が16.6％から16.8％とほとん
ど変化しなかったのに対して、後期高齢者率が14.5％から16.5％と、ここでも２％の上昇が確認
できる。
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３　高齢化の進展と要介護認定率
要介護認定率はどのように変化しているのであろうか。表５では、総人口と高齢者人口とに
おいて占める要介護認定者の割合をそれぞれ算出している。表６では、2000年10月と2002年10
月時点での要介護認定率の比較を示している。この表をみれば容易にわかるように、高齢者に
対する要介護者の占める比率において、この２年間でかなりの変動がある。2000年の時点では、
対高齢者人口の要介護認定率では庄内Ｃ町や庄内Ｈ村・置賜Ｆ町が上位を占めていたが、2002
年には庄内Ｂ市や庄内Ａ市が１位・２位を占めるようになっている。
おしなべて庄内の市町村が要介護認定率において上位を占めている。もっとも、順位が下が
ったからといって数値までが下がったわけではない。たとえば、置賜Ｆ町は、順位こそ３番か
ら８番まで下がっているが、要介護認定率そのものは12.6％から13.8％にまで上昇している。平
均値でみても、11.1％から13.4％にまで上がっている。
では、最上町の要介護認定率は、どのように変動しているのだろうか。対総人口では、2.6％、
2.7％、3.0％と上昇しているが、これは平均値の2.5％、2.8％、3.2％という数値に比べて緩やか
な上昇であるといえよう。これは、対高齢者の比率においても同様で、最上町の数値が9.9％、
10.1％、10.9％と、この２年間でわずか１％の上昇だったのに対して、全体では11.1％、12.2％、
13.4％と、2.3％の上昇をみている。最上町における要介護認定率は全体平均値より低めに推移
していることが確認できる。
つぎに、認定者数と利用者数との関係について検討しておきたい。表７の数値から判断して、
いくつかの市や町では、利用者実人数ではなく、在宅サービスの利用者数と施設サービスの利
用者とを別個に数えて合算している、と推測される。そこで、それらの市と町とを省いて計算
すると、表８のような結果を得る。
この表から判明するように、対象自治体全体でみると、利用率はそれほどの変動がみられな
い。しかし、表７では、いくつかの特徴をみてとることが可能である。１つは、各自治体別の
利用率の違いである。たとえば、2000年を例にとると、置賜Ｅ町の96.2％から村山Ｅ市の70.2％
まで、実に20％以上の開きがある。これは、2002年になっても同じで、庄内Ｅ町の98.1％と最
上Ｂ村の65.5％と、むしろその開きは大きくなって、実に30％以上の相違がみられる。
もう１つの特徴は、いま指摘したことと関係するのであるが、利用率が上昇する自治体と、
利用率が下降している自治体との分極化が進行していることである。総じて、利用率の低い自
治体では、より低下しているように思われる。村山Ｃ市や最上Ｂ村がそうした自治体といえる。
最上町については、どのような傾向が窺えるであろうか。2000年から2003年にかけて、
90.8％、88.0％、90.3％と、それほど大きな変動をみていない。１つの特徴としては、平均値が、
81.7％、82.6％、82.1％と、2001年に上昇しているのが、最上町では逆に下降していることが指
摘できる。もっとも、この現象はそれほど重要視するほどのことではなかろう。それよりも重
要なのは、要介護認定率では平均値を下回っていたのに対して、要介護認定者における利用割
合では、常に上回っていることである。それも、ほぼ８～９％も上回っている。これは、最上
町の特徴として確認しておきたい。
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４　介護サービスの利用実態
先に利用率の概要をみてきたが、つぎに在宅サービスと施設サービスが、どのように利用さ
れているのかをみてみよう。表９は、在宅サービスの利用を要介護段階別の割合で計算したも
のである。全体的にみると、要介護度１で28.9％から33.7％と、高い利用率を記録している。そ
れに対して、要支援では、15.1％から11.8％、10.7％と、急速に低下している。
また、この在宅サービスの利用率でも各自治体で相当の相違を観察できる。たとえば、2000
年10月を例として分析しておくと、要支援の平均値は15.1％であるが、庄内Ｈ村の26.8％から最
上Ａ町の4.5％までほぼ５倍の開きがある。また、利用者割合のなかで要介護度５の利用者が最
上Ａ町では25.2％、最上Ｂ村や庄内Ｄ町でも22.7％あるいは22.5％を占めているのに対して、村
山Ｈ町や村山Ｆ市ではそれぞれ5.9％、4.8％ときわめて低い数値を示している。
それでは、最上町の在宅サービス利用率については、どのような特徴がみられるであろうか。
最上町の利用率をみたとき、2000年段階では、要支援および要介護度１段階の割合が低く、要
介護度２、３、５の占める割合が大きく、総じて重度の利用者の利用が多い。とは言っても、
先ほど指摘した最上Ａ町や最上Ｂ町、庄内Ｄ町に比較したときには、軽度の利用者が多いとい
えよう。
それが、この２年のあいだに、要介護度５の占める比率が急速に低下して、要介護度１～３
の利用に集中する傾向がみられる。それら３段階の占める割合が2000年では68％であったのが、
2001年には76.2％に上昇し、2002年には76.7％に達する。これらの数値が介護財政にとっていか
なる意味をもつのかについては、稿を改めて分析する。
表10は、施設サービスの利用について、要介護度段階別の利用割合を計算したものである。
この表についても、表９と同様の指摘が可能であるが、施設サービス利用における顕著な特徴
として、要支援認定者の占める割合が、もともと低かったのが、２年ほどのあいだにいっそう
低下して、2002年には全体として0.2％にまで下落していることである。それに対して、要介護
度５といった重度認定者の占める割合が、24.8％から29.3％、さらには30.1％と徐々に高まって
いることを確認しておきたい。しかし、要介護度３および４といった比較的重度の認定者の占
める割合は、それぞれ18.1％、27.2％から16.6％、26.7％へと低下していることには注意を払っ
てよい。
ところで、在宅サービスの利用において要介護度５の占める割合が高かった町村は、施設サ
ービスの利用においてはどのような傾向がみられるであろうか。最上Ａ町は、在宅サービスの
利用では要介護度５の占める割合が25.2％に達していたが、2000年の施設サービス利用ではわ
ずか9.5％であった。それが、在宅サービスの利用25.8％、27.4％と上昇すると同時に、施設サ
ービスの利用においても17.4％、27.1％と上昇しており、この町では要介護度５の認定者の利用
割合がどちらのサービスにおいても高まっていることが指摘できる。
それでは、施設サービスの利用における最上町の特徴はどのような点にみられるのであろう
か。その点で言えば、2000年の時点から要介護度４あるいは要介護度５といった重度認定者の
占める割合がきわめて高かったことである。2000年で27.2％と31.2％で、計58.4％と、平均値の
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52％に比してはるかに高い数値を計上している。それが、2001年には32.5％、30.8％、計63.3％
と、やはり非常に高い利用率を示している。2002年にはやや下がっているが、それでも30.1％、
30.9％、計61.0％と、平均値に比べるならば、高い数値を確認できる。
先ほど確認したように、在宅サービスの利用では2000年から2002年にかけて要介護度５の利
用割合が急速に低下し、要介護度１～３の利用に集中していった。それに対して、施設サービ
スの利用ではいま確認したように、要介護度４あるいは要介護度５といった重度認定者の占め
る割合が一貫して高く、最上Ａ町とはいささか異なる傾向を確認できる。
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おわりに
最上町は、高齢者福祉で高い評価をえている。その高い評価は事実であるが、大久保圭一が
指摘するように、それは高齢者福祉に限るものではない。高齢者福祉も、中村仁前町長が推し
進めてきた「福祉をまちづくりの基軸に置く」政策のなかで実現したものであり、より広くノ
ーマライゼーションの試みのなかで達成されたものと評価するべきであろう（6）。
そうした福祉行政の中核をなすのが横山論文で詳細に触れられている「ウエルネスプラザ」
であることは間違いない。しかしながら、そのように評価すると、施設サービス偏重で進めら
れてきたように考えがちであるが、それは的を射ていない。
確かに、ある時点まで施設サービスの充実に力点が置かれていたかもしれない。しかし、最
上町では、2000年以降は要介護度１～３の認定者には在宅サービスの利用に重点が置かれてい
るのに対して、要介護度４あるいは要介護度５といっった重度認定者には施設サービスが積極
的に提供されているように思われる。すなわち、最上町では、在宅サービスと施設サービスと
が相互補完的な関係にあるサービスと把握され、いわば要介護度の程度に応じたサービスの提
供が実施されているものと評価できる。この点をよりよく理解するためには、サービス費用に
ついて分析する必要があるが、その分析とその評価は稿を改めて述べることにしたい。
［註］
（１）『山形新聞』（2005年９月19日）および『朝日新聞』（2005年９月19日）。
（２）『山形新聞』（2005年９月19日）
（３）介護保険制度が2005年10月１日から大きく変わる。「特別養護老人ホーム」「老人保健施設」
「介護療養型医療施設」の３施設で、居住費や食費が保険の対象からはずれ、利用者の自己負担
になるというのである。この自己負担化が利用者にも施設経営者にきわめて深刻な影響を与え
るのは想像に難くない。『朝日新聞』（2005年10月１日）。このような劇的な変更を加える前に、
もっと違った方策を考えることはできなかったのであろうか。こうした観点からの検証を進め
るためにも、利用実態と財政問題との関連について、充分に検討を加える必要があるであろう。
（４）『目で見る高齢化マップ平成17年』（山形県高齢化社会総合対策推進本部、2005年）５頁。
（５）表３の最上町における前期高齢者率が14.8％、後期高齢者率が13.0％、そして高齢者率が
27.9％と、数値が合わないが、これは小数点第２位を四捨五入しているためである。ちなみに、
より詳しい数値は、それぞれ14.8290％、13.0300％、27.8566％である。最上Ｃ村の数字は、
14.7592％、13.0707％、27.8299％である。
（６）大久保圭一『健やかな最上－中村仁の町づくり人生』（ぎょうせい、2002年）204-205頁。
［附記　本調査には、財団法人山形県長寿社会推進機構および山形大学人文学部より研究費の支　
援を得た。記して謝意を表したい。］
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【添付資料】
下記のアンケートの各質問項目にお答えください。
１．あなたの所属する自治体名をお書きください。（ ）
２．あなたの自治体の高齢者数を、下記の表に記入してお教えください。
３．あなたの自治体における要介護段階別の認定者実数をお教えください。
４．あなたの自治体における要介護段階別のサービス利用者数をお教えください。
（不明の場合は、該当欄に斜線をお引きください。）
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５．あなたの自治体における在宅サービス費用と施設サービス費用をお教えください。
（不明の場合は、該当欄に斜線をお引きください。）
［このアンケートを作成するにあたっては、『介護政策評価支援システム第１版』（地域ケア政策
ネットワーク、２００２年）を参考にさせていただいた。］
